
総務局 

【款：総務費 項：総務管理費 目：一般管理費】 

(１) 電子計算関係事業費 

ホストコンピュータに代えて、パッケージソフトを適用したオープン系システ

ムの導入について、当初の予定通り令和 3 年 1 月で完了したが、引き続き業務

所管課が市政情報センターに設置している住民情報系シ 

ステムの効率化を図るため、ネットワーク接続された住 

民記録や税務等の業務システム間のデータ連携、端末機 

の共有、ログイン認証等の統合的なセキュリティ対策等 

を行うととともに、番号制度における他機関との情報連 

携を集約、管理する統合宛名システムの運用を行う。 

235,330 

(665,201)

(２)

主要

No.81

No.82

No.83

No.84

No.88

行政情報化推進事業費 

行政の情報化を推進し、事務の効率的な執行を目指す行政事務支援システムの

運用を通じて、内部管理業務の総合化及びネットワーク化を図る。また、外部

専門家を活用し、情報システム投資案件の精査を行うことにより、より一層の

情報システム費用の透明化を目指す。 

現在、来庁により紙等で行われている各種行政手続を自宅でスマートフォン等

を用いてオンラインで実施できるよう取り組む。また、来庁が必要な手続にか

かる混雑緩和のため、来庁予約機能等も導入する。 

コロナ禍にあって業務継続性の確保と新しい生活様式を目指して、自宅等のパ

ソコンから職場のパソコンをリモート操作する仕組みにより、テレワークを実

施する。 

令和 2 年度に新型コロナウイルス総合サポートセンターの市民向け窓口で導入

を進めている業務改善プラットフォーム(kintone)について、有事の際の総合

相談業務としてだけではなく、その機動性や汎用性を活かして、令和 3 年度か

ら広く庁内業務に適用することにより業務改善・効率化を図る。 

※業務改善プラットフォーム：プログラミングなしで簡易的なシステムを作成

できるツール 

市民サービスの向上を目的として、市政に関する問い合わせに 24 時間 365 日

対応するために、LINE と AI を活用した尼崎市 AI 案内サービスを実施する。

なお、本サービスは平成 30 年 6 月から LINE㈱や京都大学大学院等と実証実験

として行ってきたが、今般本格運用を開始する。 

財務会計システムについては、尼崎市・西宮市で共通の事業者にて運用してい

ることから、本市のサーバを西宮市のサーバで共同利用することにより、経費

負担を削減する。 

316,831 

(263,992)
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(３) コールセンター関係事業費 

市民や事業者等から市役所に寄せられる電話での問合せに対し、迅速かつ的確

な案内・回答を年中無休で対応するとともに、インターネットでＦＡＱ（よく

ある質問集）を公開する。 

運営時間  平日         8 時 30 分～19 時 

土日祝及び年末年始 9時     ～17 時 

また、来庁者に対してきめ細かな案内を行うために、ＦＡＱシステムを活用し

た庁内案内業務を実施する。 

平日のみ 9 時～17時 30分 

74,797 

(74,730)

≪受付件数の推移≫                    （単位：件） 

 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 
2 年度 

(12 月末現在)

コールセンター 

応答数 
146,142 143,199 128,974 125,779 114,396

庁内案内件数 131,536 157,476 156,088 143,096 121,955

(４) 被服貸与事業費 

事務職等を除く本市職員に対し、被服を貸与する。（夏期用・冬期用） 

6,737 

(11,499)

(５) 職員情報システム事業費 

人事、研修、給与、職員厚生業務に関し、情報を一元化し共有することによ

り、全庁的な事務改善、公務能率の向上に視点を置いた職員情報管理を行う。 

40,239 

(40,786)

(６) 庶務事務システム事業費 

出勤、休暇、超過勤務等の勤務管理や通勤・住居等の届出申請、出張の際の旅

費請求など職員に係る庶務事務についてシステムを活用することにより、全庁

的な事務の効率化を図る。 

24,869 

(24,882)

(７) 人事評価システム事業費 

人事評価に係る一連の事務について、システムを活用することにより、全庁的

な事務の効率化を図る。また、評価を通じてより効果的な人材育成を行うほ

か、適材適所の配置及び任用に活用し、職員の意欲向上につなげる。さらに、

人事評価結果を処遇に反映し、頑張る職員が報いられる組織風土の醸成を図

る。 

9,246 

(13,154)

(８) 例規検索システム事業費 

インターネット上で稼動する例規検索システムにより、本市の例規を職員及び

市民等の閲覧等に供する。 

3,126 

(3,214)

(９) 職員表彰等事業費 

職員の職務に対する意欲の向上、組織の活性化を図るため職員表彰等を行う。 

239 

(245)

(10) 職員採用事業費 

職員採用試験を実施する。 

9,609 

(9,089)
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(11) 包括外部監査関係事業費 

地方自治法で義務付けられた包括外部監査を、公認会計士等の外部の専門家が

自ら選定したテーマについて実施する。 

12,024 

(13,301)

(12) 市町村職員共済組合業務等委託事業費 

兵庫県市町村職員共済組合等に係る窓口業務等を委託することで、事務の効率

化を図る。 

10,075 

(10,038)

(13) 業務プロセス分析事業費 

少子高齢化の進展に伴う住民ニーズの量の拡大と多様化に対応した、効率的 

かつ質の高い行政サービスの提供を図るため、ICT 化の推進や外部委託等に 

向けた検討を行うとともに、これまで行ってきた外部委託の評価を行う。 

10,000 

(13,924)

(14) 訴訟賠償等事務経費 

弁護士への訴訟委任等に係る委託料、各種賠償責任保険に係る保険料及び交通

事故その他の事故の発生に伴う損害賠償金の支払を行う。 

24,192 

(26,986)

(15) 電子入札システム事業費

インターネットを利用した電子入札システムを兵庫県及び県内加入都市と共同

で運用することにより、入札の競争性・公正性・透明性等の向上を図る。 

5,917 

(6,731)

(16) 障害者雇用推進等事業費 

障害者雇用促進法及び本市の障害者活躍推進計画に基づき、障害者を会計年度

任用職員として任用するハートフルオフィスｕｐ×３（アップスリー）事業な

ど、障害のある職員が能力を発揮できるよう、職場の理解促進を図り、働きや

すい職場環境を整える取組を進める。 

250 

(0)

(17) 発注者支援データベースシステム活用事業費

システムの活用により、工事実績及び技術者の専任配置の確認を行い、工事の

適正な施工の確保、不良不適格業者の排除を図る。 

160 

(160)

(18) 行政不服審査関係事業費

行政不服審査法に基づく審査庁業務や第三者機関である行政不服審査会を円滑

に運営し、行政不服審査制度を適正に実施する。 

182 

(211)

(19) 職員旅費 

職員の出張旅費及び会計年度任用職員の費用弁償 

7,365 

(7,579)
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(20) 市民生活相談等関係事業費 

市民の日常生活の中で発生する各種のトラブルや悩みに対し、弁護士等が相談

に応じる。 

5,508 

(5,382)

≪市民生活相談件数の推移≫                （単位：件） 

相談項目 28 年度 29 年度 30 年度 元年度 
2 年度 

(12 月末現在)

生活法律 928 912 929 779 582

家事 129 126 128 116 52

登記 64 76 89 77 41

その他 4,242 4,595 4,646 3,335 2,071

合 計 5,363 5,709 5,792 4,307 2,746

(21) 兵庫県弁護士会補助金 

経済上の理由で法律上の救済を受けることが出来ない人に対する扶助を行って

いる兵庫県弁護士会に対し助成する。

300 

(300)

(22) サービスセンター管理運営事業費 

サービスセンターにおいて、住民票の写し等各種証明書の発行及び住民異動届

等の届出の受付等を行う。 

41,746 

(41,462)

≪住民票の写し等各種証明書発行件数の推移(有料発行件数のみ)≫(単位：件) 

 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

阪神尼崎 

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀ- 
49,819 48,380 44,413 47,092 44,762 44,793

ＪＲ尼崎 

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 
86,723 74,609 69,235 72,228 66,367 66,964

阪急塚口 

ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ 
135,387 131,315 120,125 127,015 114,346 114,918

【款：総務費 項：総務管理費 目：文書費】 

(23) 文書の収受発送事業費 

到達文書の受取・配付及び郵便物の発送並びに本庁・各出先機関の文書の集配

業務を行う。 

189,593 

(186,706)

(24) 浄書印刷等事業費 

各種文書について複写機による印刷から製本までの一括処理等を行う。 

39,069 

(38,523)

(25) 文書管理システム事業費 

システムを利用し、収受、起案、決裁、施行、保管、引継、保存、廃棄に至る

までの一連の事務処理の効率化を図る。 

33,168 

(26,671)

(26) 保存文書管理事業費 

保存文書の管理の効率化を図るとともに、公文書管理の適正化に関する取組を

推進する。 

10,623 

(7,629)
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【款：総務費 項：総務管理費 目：厚生費】 

(27) 衛生管理事業費 

職員の安全衛生の管理や健康のための指導・講演会等を実施する。 

5,111 

(4,863)

(28) 定期健康診断業務等関係事業費 

職員の健康状態を定期的に把握・管理し、疾病予防及び早期発見・早期治療に

ついて指導を行う。 

61,285 

(60,698)

(29) 尼崎市職員厚生会補助金 

尼崎市職員厚生会が行う福利厚生事業の経費を補助する。 

7,765 

(7,731)

【款：総務費 項：総務管理費 目：研修費】 

(30) 研修事業費 

職員が現在及び将来の担当職務を遂行し、その責任を果たしていくために必要

な知識、技能及び問題解決能力等を習得させる。令和 3 年度は若手職員を対象

とした法務能力向上に向けた研修の充実を図る。 

15,285 

(14,517)

【款：総務費 項：戸籍住民基本台帳費 目：戸籍住民基本台帳費】 

(31) 戸籍住民基本台帳事務等関係事業費 

戸籍、住民基本台帳及び印鑑登録事務に関する届出書類の受付、台帳整備及び

証明書の交付事務を行う。また、住民記録の新システムの賃借、運用保守業務

等を行う。 

169,493 

(152,038)

≪住民票の写し等各種証明書発行件数の推移(有料発行件数のみ)≫(単位：件) 

29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

218,735 215,999 204,595 213,730 176,556 191,251

※本庁窓口（郵送分を含む） 

(32) 番号制度等導入関係事業費 

マイナンバーカードの普及促進策として、交付窓口において申請受付及び顔写

真無料撮影サービスを実施しているほか、市内事業所や地域団体等を対象に申

請一括受付（出張受付）を実施している。また、カード取得者がマイナポイン

トを獲得する際に必要なマイナポイント予約・申込の支援窓口を引き続き設置

する。 

385,344 

(406,711)

(33)

主要

No.87

コンビニ交付等市民窓口改善事業費 

各種証明書等のコンビニ交付の実施及び窓口業務の一部を民間事業者へ委託

し、市民サービスの維持向上を図る。 

本庁市民課窓口及びサービスセンターにおける混雑解消を図るため、来庁が不

要な郵送請求やコンビニ交付の周知を推進するとともに、新たに窓口の混雑状

況について Web を活用したリアルタイムの情報発信（混雑ランプや YouTube 動

画の配信）、証明書交付に係る滞留解消を図るためのクイック窓口を設置する

ほか、オンライン申請について検討を行うなど、より効果的な取組を実施し、

来庁者の分散化と利便性の向上を図る。 

345,632 

(347,271)

≪コンビニ交付（庁内設置マルチコピー機含む）件数の推移≫ （単位：件） 

29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

18,440 27,389 38,105 39,896 55,834 79,337
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【款：総務費 項：統計調査費 目：統計調査費】 

(34) 基幹統計調査事業費 

経済センサス等の統計調査を実施する。 

4,375 

(58,673)

(35) 統計調査員確保対策事業費 

統計調査員を登録・確保し、その資質の向上を図る。 

80 

(89)

(36) 市政統計事業費 

統計刊行物の発行及び各種研修会等への参加による統計職員の資質の向上を図

る。 

449 

(449)

(37) 行政資料収集整理事業費 

行政資料を収集整理し、市民等に提供する。 

250 

(250)
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【款：民生費 項：社会福祉費 目：社会福祉総務費】

(１) 規格葬儀関係事業費 

市の定める規格に沿って、市が指定した業者が葬儀を執り行う。 

94 

(94)

(２) 国民健康保険事業費会計繰出金 

国民健康保険制度の運営に関する経費を一般会計から国民健康保険事業費会計

へ繰り出す。 

≪繰出金の推移≫                    （単位:千円） 

 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

保険基盤安定 1,918,370 1,882,011 1,838,946 1,826,572 1,920,839

職員給与費等 934,946 862,207 902,144 867,052 890,168

出産育児一時金 100,681 100,977 104,720 105,000 97,439

財政安定化支援事業 723,893 783,251 788,721 650,789 650,789

保険者支援 970,031 944,986 923,353 928,487 976,532

その他繰出金 292,793 292,035 202,605 190,563 201,649

合 計 4,940,714 4,865,467 4,760,489 4,568,463 4,737,416

4,737,416 

(4,760,489)

(３) 後期高齢者医療療養給付費負担金 

兵庫県後期高齢者医療広域連合に対し、本市の被保険者に係る療養給付費の 12

分の 1に相当する額を負担する。 

5,686,147 

(5,459,632)

(４) 兵庫県後期高齢者医療広域連合分賦金 

兵庫県後期高齢者医療広域連合における人件費・運営費及びシステム関連費の

共通経費を県下全市町において応分の負担を行う。 

111,828 

(115,441)

(５) 後期高齢者医療事業費会計繰出金 

後期高齢者医療制度の運営に関する経費を一般会計から後期高齢者医療事業費

会計へ繰り出す。 

1,425,242 

(1,426,967)

【款：民生費 項：社会福祉費 目：老人福祉費】

(６) 後期高齢者医療あんま・マッサージ・はり・きゅう施術費助成事業費 

後期高齢者医療制度の被保険者を対象に、あんま・マッサージ・はり・きゅう

施術費の一部助成を行う。 

 利用回数 1人年間 8回 

 単  価 1 回当たり 1,000 円 

《延べ利用回数》                     （単位：回） 

29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

利用回数 14,489 13,908 13,550 14,845 12,384 13,694 

14,134 

(15,290)

(７) 後期高齢者歯科健診事業費 

後期高齢者医療制度の被保険者を対象に、高齢者の特性を考慮した問診、口腔

内診査及び結果に基づく指導を行う。                 

1,710 

(1,250)

【款：民生費 項：社会福祉費 目：年金費】

(８) 国民年金事務関係事業費 

国民年金業務に係る事務経費 

27,906 

(26,261)
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(９) 重度障害者等特別給付金支給事業費 

国民年金制度上、国籍要件等により国民年金に加入できなかったときに発生し

た傷病のため、障害基礎年金等 1・2 級相当を受給できない重度障害者及び中度

障害者に給付金を支給する。 

① 重度 月額 81,426 円 

② 中度 月額 32,570 円 

《受給者数》                      （単位：人） 

 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

重度受給者数 11 11 11 11 10 10 

中度受給者数    2 2 2    2 2 2 

10,561 

(11,515)

(10) 高齢者特別給付金支給事業費 

国民年金制度上、国籍要件等により国民年金の被保険者受給資格が得られなか

ったため、老齢年金等を受給できない高齢者に給付金を支給する。 

月額 33,374 円 

《受給者数》                      （単位：人） 

 29 決算 30 決算 元決算 2 当初 2 決見 3 当初 

受給者数 30 22 19 20 14 15 

6,015 

(8,001)

41


